
令和２年度主な施策等一覧（健康福祉局）

区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

新 規 在宅高齢者訪問理美容サービス事業 16,331 1

健康長寿に向けた医療・研究等の新たな取組
みの検討

8,000 2

敬老パス対象交通拡大等の準備 363,071 3

民間特別養護老人ホームの整備補助 370,000 4

民間特別養護老人ホームにおける多床室の改
修補助

79,272 6

高齢者福祉施設の開設準備経費補助 155,002 7

障害者グループホームバリアフリー化改修補
助

6,750 8

民間障害者グループホームの整備補助 30,515 9

民間障害者グループホームのスプリンクラー
等整備補助

20,233 10

民間鉄道駅舎バリアフリー化設備設置補助 205,900 11

新規・拡充 がん対策の推進 20,932 12

新 規 災害時医薬品等安定供給確保事業 1,289 13

フレイル対策の推進 7,000 14

拡 充 外国人技能実習生（介護職種）受入支援事業 15,000 15

認知症施策の推進 77,495 16

成年後見あんしんセンターの運営 58,025 17

高齢者就業支援の推進 9,000 18



区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

拡 充 上飯田福祉会館のセミリニューアル改修 145,000 19

八事福祉会館移転改築の設計 13,000 20

第６期障害福祉計画の策定 5,040 21

重度訪問介護利用者の大学修学支援 4,600 22

障害者スポーツ実施環境の整備等 13,000 23

植田寮改築の設計 86,100 24

はつらつ長寿プランなごや２０２１の策定 3,200 25

保健と福祉の連携強化に向けた相談体制の充
実

39,627 26

第二次救急医療体制運営費補助 472,984 27

受動喫煙対策の強化 107,668 28

健康寿命延伸に向けた歯科口腔保健対策 16,957 29

ロタウイルス予防接種の定期接種化 286,211 30

食品衛生監視体制の強化 24,984 31

人とペットとの共生事業 208,150 32

八事斎場再整備に係る環境影響等調査 40,000 33

第４次食育推進計画の策定 2,150 34

いきいき支援センターの相談支援機能の強化 3,828 35



令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）在宅高齢者訪問理美容サービス事業 草案頁 ２１頁 

予 定 額 １６，３３１千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

外出により理美容サービスを利用することが困難な在宅高齢者が、

訪問による理美容サービスを受けやすくなるよう支援し、福祉の向上

を図る。 

２ 内容 

（１）対象者 

   介護保険の要介護認定３～５を受けており、外出により理美容サ

ービスを利用することが困難な６５歳以上の在宅高齢者 

（２）実施方法 

   利用希望者に対して利用券を交付し、愛知県理容生活衛生同業組

合又は愛知県美容業生活衛生同業組合の加盟店が提供する訪問によ

る理美容サービスを受けた場合、訪問に係る費用を市が負担する。

（ただし、理美容に係る費用は自己負担） 

（３）利用回数 

１人当たり年間６回まで（令和２年度は３回まで） 

３ 開始時期 

令和２年１０月 

担 当 課 高齢福祉部 高齢福祉課  電話９７２－４６２７（内線4627） 

－ 1 －



令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局

事 項 
（新規）健康長寿に向けた医療・研究等の新た

な取組みの検討 
草案頁 ２１頁 

予 定 額 ８，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

認知症やフレイルへの対応をはじめ健康長寿に向けた医療・研究

等の新たな取組みを構築するとともに、厚生院が培ってきた高齢者

医療の実績等の活用を検討するため、必要な調査を行う。 

２ 内容

新たな取組みに向けて、必要な調査を行うとともに、懇談会を開

催し、学識経験者等の有識者から意見聴取を行う。

区  分 内  容 

民間コンサルタント事

業者による調査の実施 

・新たな取組みに必要な情報収集、データ

分析とそれに基づく医療・研究・人材育

成に係る具体的な機能及び実施主体等 

・厚生院が培ってきた高齢者医療の実績等

の活用 

・事業計画・収支・スケジュール 

有識者懇談会の開催 
・新たな取組みについて、学識経験者等の

有識者から意見を聴取 

担 当 課  生活福祉部 保護課 電話９７２－２６０９（内線2609）

－ 2 －



令和２年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （新規）敬老パス対象交通拡大等の準備 草案頁 
２１頁 

２８頁 

予 定 額 ３６３，０７１千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  敬老パス制度をより使い勝手がよく、公平で持続可能な制度とするた

め、新たに名鉄、近鉄及びＪＲ東海の市内運行区間を対象として、償還

払い方式による対象交通の拡大と利用限度の設定を行う。令和２年度は

本市及び各交通事業者等において必要なシステム改修を実施する。 

また、併せて福祉特別乗車券についても、償還払い方式による対象

交通の拡大を行うことから、必要なシステム改修を実施する。 

２ 概要 

（１）対象交通の拡大 

新たに名鉄、近鉄及びＪＲ東海の市内運行区間を対象に、償還払い

による方法で適用 

（２）利用限度の設定 

敬老パスについては、有効期間内における利用限度回数を７３０回

に設定 

（３）適用方法 

利用申請に基づき、対象区間の利用実績に応じて運賃相当額を２か

月ごとに利用者へ償還する。 

３ スケジュール 

  令和２年度  本市及び各交通事業者等のシステム改修 

  令和３年度  敬老パス利用者・未利用者への周知等 

         償還払い用口座の登録、新規利用申請等の事務処理 

         対象交通拡大及び利用限度回数の適用開始（２月目標）

担 当 課
高齢福祉部 高齢福祉課 電話９７２－４６２７（内線4627） 

障害福祉部 障害企画課 電話９７２－２５８７（内線2587） 

－ 3 －



令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）民間特別養護老人ホームの整備補助 草案頁 ２２頁 

予 定 額 ３７０,０００千円

事業の概要 

１ 趣旨 

特別養護老人ホームへの入所の必要性が高い方ができるかぎり早期

に入所できるよう、「はつらつ長寿プランなごや２０１８（第７期計

画）」で定める令和２年度までの整備目標に基づき、特別養護老人ホ

ームの整備を推進する。 

２ 整備補助か所数及び定員数 

区     分 整 備 か 所 数 定  員  数 

新 規 整 備 

か所

１ 

人

１００ 

継 続 整 備 １ １００ 

計 ２ ２００ 

３ 特別養護老人ホームの整備状況（着工ベース） 

区    分 整 備 か 所 数 定  員  数 

令和元年度末  

か所

１２１ 

人

８，９００ 

２年度新規整備   １   １００ 

計 １２２ ９，０００ 

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－２５３９（内線2539）

－ 4 －



民間特別養護老人ホーム整備事業の概要

【ユニット型】

新規整備　（１か所　１００人）

区 分

法 人 名

予 定 地

定 員

併 設 事 業

建 物

そ の 他

継続整備　（１か所　１００人）

区 分

法 人 名

予 定 地

定 員

併 設 事 業

建 物

そ の 他

小規模多機能型居宅介護　２９人

鉄骨造

延床面積　4,456.31㎡

令和元年度～２年度の２か年事業

地上７階建

定員３０人以上

（福）杏園福祉会

熱田区六番一丁目

１００人

居宅介護支援

訪問介護

居宅介護支援

延床面積　4,042.24㎡

鉄骨造

地上７階建

中村区日吉町

１００人

令和２年度～３年度の２か年事業

定員３０人以上

（福）貴和会

－ 5 －



令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）民間特別養護老人ホームにおける 

多床室の改修補助 
草案頁 ２２頁 

予 定 額 ７９，２７２千円

事業の概要 

１ 趣旨 

既設の特別養護老人ホームの多床室について、居住環境の質を向上

させるため、県の基金を活用してプライバシーに配慮した多床室（※）

への改修経費を助成する。 

（※）プライバシーに配慮した多床室 

間仕切り等（家具・カーテンは不可）を設置し、できる限りのプラ

イバシーを確保した多床室 

２ 補助か所数 

１か所（１０８床） 

区 分 改 修 

法 人 名 （福）愛知玉葉会 

施 設 名 第二尾張荘 

所 在 地 守山区川東山 

施 設 定 員 １４０人 

改 修 床 数 １０８床 

３ 助成額 

７３４千円×改修床数を上限 

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－２５３９（内線2539）

－ 6 －



令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）高齢者福祉施設の開設準備経費補助 草案頁 ２２頁 

予 定 額 １５５，００２千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

高齢者福祉施設の円滑な開設に向け、早期からの体制整備を支援す

るため、県の基金を活用して開設準備経費を助成する。 

２ 補助対象 

（１）認知症高齢者グループホーム       ８か所 

（２）小規模多機能型居宅介護事業所      １か所 

（３）定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ４か所 

３ 補助内容 

（１）対象経費 

施設開設前６か月間に係る準備経費 

（職員雇上経費、職員募集経費、備品購入経費 等） 

（２）助成額 

ア 認知症高齢者グループホーム、小規模多機能型居宅介護事業所 

８３９千円×（宿泊）定員数を上限 

イ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所  

１か所当たり１４，０００千円を上限 

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－２５３９（内線2539） 

－ 7 －



令和２年度主な施策等一覧
健康福祉局 

事 項 
（新規）障害者グループホーム 

バリアフリー化改修補助 
草案頁 ２７頁 

予 定 額 ６，７５０千円 

事業の概要 

１ 趣旨

  入居者の高齢化等により、既存のグループホームのハード面が原因

で日常生活に支障をきたしているケースが見受けられる。 

ついては、障害者の自立した生活の継続のために必要な少額のバリ

アフリー化改修整備に係る費用の一部に対し、本市独自に補助を行う。

２ 補助内容

３ 改修内容 

  手すりの取り付け、段差の解消等 

対象法人 補助要件 補 助 額 

すべての法人 

入居者の心身の状況や住居

の状況などからみて必要な

バリアフリー化改修整備 

対象経費 

（300 千円未満）

の３／４を補助 

担 当 課 障害福祉部 障害者支援課 電話９７２－２５６０（内線2560） 

－ 8 －



令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）民間障害者グループホームの 

整備補助 
草案頁 ２８頁 

予 定 額 ３０，５１５千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

既存の障害者グループホームを地域生活支援拠点事業所として整備

するための補助を行う。 

２ 施設概要 

整 備 予 定 地 西区笹塚町 

事 業 内 容

共同生活援助  １４人→１５人 

（障害者グループホーム） 

短期入所     ０人→ ２人 

【地域生活支援拠点事業所】 

整 備 内 容 大規模修繕 

建 物 構 造 鉄骨造３階建 

延 床 面 積 ５４７．４０㎡ 

運 営 主 体 社会福祉法人よつ葉の会 

３ 整備年度 

令和２年度 

担 当 課 障害福祉部 障害者支援課 電話９７２－２５６０（内線2560）

－ 9 －



令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）民間障害者グループホームの 

スプリンクラー等整備補助 
草案頁 ２８頁 

予 定 額 ２０，２３３千円 

事業の概要 

１ 趣旨

  平成２５年の消防法施行令等の一部改正により、障害者グループホ

ーム等における消防設備の設置基準が見直され、スプリンクラー設備

の設置等の対象範囲が拡大された。

平成２６年度末時点で重度者（障害支援区分４以上）の割合がおお

むね８割を超えないために設置義務のなかった既存のグループホーム

等について、今後、重度化等により新たに設置義務が生じることが想

定されることから、令和元年度に引き続き、あらかじめ整備を行う場

合の費用の一部に対して補助を行う。

２ 補助内容

３ 設置予定数 

  ６か所 

＜参考＞ 

  平成２６年度末時点で重度者の割合がおおむね８割を超えスプリン

クラー設備の設置が義務付けられた障害者グループホーム等について

は、経過措置期間内（平成２７～２９年度）に対応済

区 分 対 象 施 設 補 助 額 

スプリンクラー設備

重度者の割合が

おおむね８割を

超えることが早

期に見込まれる

障害者グループ

ホーム等 

基準額の３/４を補助 

基準額２０．７千円/㎡

消火ポンプユニット

基準額の３/４を補助 

基準額３，０９０千円/

か所 

担 当 課 障害福祉部 障害者支援課 電話９７２－２５６０（内線2560） 

－ 10 －



令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）民間鉄道駅舎バリアフリー化設備設置

補助 
草案頁 ２９頁 

予 定 額 ２０５，９００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」の基本

方針に基づき、民間鉄道駅舎のバリアフリー化設備の設置に対して

補助を行う。 

２ 事業内容 

（１）名鉄本笠寺駅 

ア 整備内容 

エレベーター３基、多機能トイレ等 

イ スケジュール 

令和２～３年度   工事 

（２）ＪＲ金山駅（東海道本線上下ホーム） 

ア 整備内容 

可動式ホーム柵 

イ スケジュール 

令和元年度     設計 

   令和元～３年度   工事 

３ 補助内容 

事業にかかる経費の１／３を補助 

（国１／３ 市１／３ 事業者１／３） 

担 当 課 障害福祉部 障害企画課 電話９７２－２５３８（内線 2538） 

－ 11 －



令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規・拡充）がん対策の推進 草案頁 ３０頁 

予 定 額 ２０，９３２千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

がんの予防や早期発見を推進するとともに、がん患者支援として新 

たに妊よう性温存治療費助成事業を開始するなど、がん対策の推進を 

図る。 

２ 内容 

（１）がん患者妊よう性温存治療費助成事業（新規） 

がん治療により生殖機能が低下する又は失う恐れがある方に対す 

る妊よう性温存治療に係る費用の助成等を実施 

ア 対象 

・市内に住所を有し、治療実施日の年齢が４０歳未満で、必要な 

 要件を満たす医療機関で治療を受けた方 

・日本癌治療学会のガイドラインに基づき、がん治療により生殖 

機能が低下する又は失う恐れがあると医師に診断された方 

イ 助成内容（１人１回まで） 

・治療費：治療内容により５～３０万円 

・意思決定支援：日本がん生殖医療学会が認定した意思決定支援 

施設等で行った支援にかかる本人負担の１／２ 

（上限額７，１５０円） 

ウ 開始時期 

令和３年１月（令和２年度内治療分を含む） 

エ その他 

医療関係者や市民を対象とした説明会・講習会を開催し、がん・

生殖医療や助成制度の周知・啓発を実施 

（２）ピロリ菌検査実施に向けた検討（拡充）

対象年齢や検査方法、検査後の対応など、検査実施に向けた方針 

を検討するため、課題に対する意見を聴取する有識者会議を開催 

（参考）がん検診受診率向上に向けた新たな取組み 

ア ナッジ理論を活用した個別受診勧奨の実施 

行動経済学のナッジ理論を活用し、不定期受診者など反応確率 

が高い対象に、効果的な受診勧奨通知を送付 

イ 受診手続きの簡素化 

集団検診のスマートフォン予約や個別検診の実施医療機関の

検索システムを導入 

担 当 課 健康部 健康増進課 電話９７２－２６３７（内線2637）      
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令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）災害時医薬品等安定供給確保事業 草案頁 ３４頁 

予 定 額 １，２８９千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

 令和２年４月から本市は災害救助法の救助実施市となり、愛知県と

同様に救助主体として、現在愛知県が行っている事業に参画し、災害

時に必要となる医薬品等を確保する。 

２ 事業内容 

災害時の医療救護活動に必要な医薬品等について、愛知県医薬品卸

協同組合及び中部衛生材料協同組合に委託し、ランニング備蓄を行う。

＜参考＞愛知県災害時医薬品等安定供給確保事業 

委託先 備蓄か所数 備蓄品目数 

愛知県医薬品卸協同組合 １０か所
医薬品  ６８品目 

医療機器 １１品目 

中部衛生材料協同組合 ５か所 衛生材料 ３９品目 

担 当 課 健康部 環境薬務課 電話９７２－２６５１（内線2651）
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令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）フレイル対策の推進 草案頁 ７５頁 

予 定 額  ７，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  健康寿命の延伸に向け、加齢とともに心身の活力が低下し、健康な

状態と要介護状態の中間段階にあるフレイルを予防するとともに早期

に発見し、適切な介入と支援を行うことで要介護状態になることを未

然に防ぐ必要がある。そこで、現在の心身の状況を知り、介護予防に

取り組むきっかけとなることを目的としたフレイルテストの実施やフ

レイルサポーターの養成などに取組む。 

２ 内容 

（１）フレイルテストの実施 

   ６５歳以上を対象に簡易判定できる本市独自のテスト項目とし

て、自分で行うセルフテスト用とフレイルサポーターが行う測定会

用の２種類を作成 

＜確認項目案＞ 

  ・セルフテスト用…社会参加の状況、心身の状態 等 

  ・測定会用…握力、ふくらはぎの太さ、えん下力 等 

（２）フレイルサポーターの養成 

   認知症予防リーダーを対象に高齢者サロン等において測定会やフ

レイルの普及、啓発を行うサポーターを養成 

 ＜参考：認知症予防リーダーとは＞ 

   認知症予防に係る知識や技術を習得し、地域において普及、啓発

を行うために、福祉会館にて養成した地域の高齢者 

担 当 課 高齢福祉部 地域ケア推進課 電話９７２－２５４９（内線2549）

－ 14 －



令和２年度主な施策等一覧

健 康 福 祉 局

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）外国人技能実習生（介護職種）受入 

支援事業 
草案頁 

２１頁 

２５頁 

２７頁 

予 定 額 １５，３６０千円  

事業の概要 

１ 趣旨 

  平成２９年１１月に外国人技能実習制度に「介護職種」が追加され

たが、技能実習生を介護事業所等で雇用する際には、日本語や介護実

務などを学ぶ入国後講習の受講が必須となっていることから、入国後

講習に係る費用を補助することで、介護事業所等の負担軽減を図る。

２ 補助対象 

  外国人技能実習生を受け入れる市内の介護事業所、障害福祉サービ

ス事業所及び障害児通所支援事業所等

３ 補助内容 

（１）対象経費

   入国後講習に係る費用（講習費、宿泊費、光熱水費など）

（２）助成額

   対象経費の４分の３、上限額１２万円／人

担 当 課 

【介護事業所に関すること】 

高齢福祉 部 介護保険 課 電話９７２－２５９１（内線2591） 

【障害福祉サービス事業所等に関すること】 

障害福祉 部 障害者支援課 電話９７２－２５５８（内線2558） 

【障害児通所支援事業所等に関すること】 

子育て支援部 子ども福祉課 電話９７２－２５１６（内線2516） 

健康福祉局   １５，０００千円 

子ども青少年局 ３６０千円

－ 15 －



令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）認知症施策の推進 草案頁 ２１頁 

予 定 額 ７７，４９５千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

認知症の人と家族が安心して暮らせるまちの実現を目指し、令和２

年４月に施行予定である、「名古屋市認知症の人と家族が安心して暮

らせるまちづくり条例（仮称）」の周知を図るとともに、認知症の人

が起こした事故への損害賠償補償制度の実施等により、さらなる認知

症施策の推進を図る。 

２ 内容 

（１） 条例の周知（拡充） 

条例について、幅広く市民や事業者等に対して周知を図るため、

広報なごや特集号及び広報チラシを作成・配布し、広報啓発を実施

（２） 認知症の人が起こした事故への損害賠償補償制度（新規） 

対象者：認知症の診断を受けた名古屋市民 

保険料本人負担：無料 

補償上限額 

個人賠償責任保険：２億円 

見舞金：3,000万円（被害者が名古屋市民で死亡等の場合） 

       15万円（被害者が名古屋市民以外で死亡の場合） 

実施時期：令和２年１０月 

（３） 認知症疾患医療センターの開設準備（拡充） 

現在３か所指定している認知症疾患医療センターについて、４か

所目を令和３年度に開設するための準備を実施 

（４） 名古屋市立大学と連携した認知症研究（新規） 

名古屋市立大学において認知症の診断等に係る新技術等の研究

に関する寄附講座を開設 

担 当 課 高齢福祉部 地域ケア推進課 電話９７２－２５４９（内線2549） 
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令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）成年後見あんしんセンターの運営 草案頁 
２１頁 

２８頁 

予 定 額  ５８，０２５千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  成年後見制度の利用促進を図るため、令和２年４月に施行予定の「名

古屋市成年後見制度利用促進計画」に基づき、成年後見制度に関する

広報啓発や、専門相談等を実施する名古屋市成年後見あんしんセンタ

ーを権利擁護支援の地域連携ネットワークの中核機関と位置付け、相

談支援体制等の強化を図る。 

２ 内容 

  成年後見あんしんセンターの職員を４人増員し、地域の相談支援機

関等に対するアウトリーチ型のバックアップ支援を行い、地域連携ネ

ットワークの構築を図るとともに、広報・啓発等の取り組みの充実を

図る。 

＜主な拡充内容＞ 

 ・相談支援機関等へのセンター職員や法律・福祉の専門職派遣 

・申立手続きに関する説明会、親族後見人向け研修会の開催 

・地域課題の情報共有や支援策の検討を行う協議会の運営 

３ 実施時期 

  令和２年７月 

担 当 課 高齢福祉部 地域ケア推進課 電話９７２－２５４９（内線2549） 
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令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）高齢者就業支援の推進 草案頁 ２２頁 

予 定 額 ９，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  高齢者就業支援センターの機能を拡充し、高齢者の就業に向けた

様々なニーズに対応するとともに、広報啓発を行うことにより、高

齢者の就業促進に向けた環境整備と機運醸成を図る。 

２ 内容 

（１）高齢者就業支援センターの機能拡充等 

 ア ハローワークの窓口の設置（令和２年１０月頃） 

   ハローワークの窓口を設置し、職業紹介を実施する。 

 イ 高齢者就業促進イベント 

   個性・体力・処理力を測定し、仕事の適性などを示したうえで

就業相談を行うことにより就業意欲を喚起する。 

 ウ 企業啓発セミナー 

   企業の人事担当者等を対象として、具体的な事例を交えながら

高齢者採用に向けた働きかけを行い、高齢者が就業しやすい環境

を整備する。 

（２）高齢者就業促進に向けた広報 

   ６５歳及び７０歳に到達する方に対して、高齢者の就業促進に

向けた個別案内を送付する。 

担 当 課 高齢福祉部 高齢福祉課  電話９７２－４６２７（内線4627） 
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令和２年度主な施策等一覧

健 康 福 祉 局

子ども青少年局

事 項 
（拡充）上飯田福祉会館・上飯田児童館のセミ

リニューアル改修 
草案頁 

２２頁 

２６頁 

予 定 額 ２３３，３７８千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

上飯田福祉会館・上飯田児童館は昭和４７年度に開設されており、

建物や設備の老朽化が著しいことから、セミリニューアル改修を実

施する。 

２ 内容 

外壁・屋上防水工事や設備機器等の部分的な更新を実施 

３ 工事期間

  令和２年６月～令和３年３月

４ その他

  工事期間中には、事業を一部縮小し、代替施設での運営を継続

 （参考）

   上飯田福祉会館・上飯田児童館

   住  所：北区上飯田南町１丁目４５番地の４

   開設年度：昭和４７年度

   施設構成：１階・２階 上飯田福祉会館

        ３階・４階 上飯田児童館

担 当 課 

（健康福祉局） 

高齢福祉 部 高 齢福祉 課  電話９７２－２５４２（内線2542） 

（子ども青少年局） 

子ども未来企画部 青少年家庭課  電話９７２－３２５６（内線3256） 

健康福祉局   １４５，０００千円 

子ども青少年局   ８８，３７８千円
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令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）八事福祉会館移転改築の設計 草案頁 ２２頁 

予 定 額 １３，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

八事福祉会館は、土地を宗教法人興正寺より無償貸与されており、

令和３年１１月が貸借期限であることから、移転の必要があり、令

和元年度は民間活力を活用した整備手法等の検討を進めてきたとこ

ろであるが、事業実施に向けた調査の結果等を踏まえ、民間活力を

活用した敷地の有効活用と合わせた本市施工による移転改築とし、

令和 2年度についてはその設計を実施する。 

２ 移転予定地 

（１）住  所     昭和区御器所通

 （２）敷地面積     約５６０㎡

 （３）建ぺい率・容積率 ８０％・３００％

３ スケジュール

  令和２年度  設計

  令和３年度  工事

  令和４年度  開設

 （参考）

   八事福祉会館

   住  所：昭和区八事本町１丁目１００番地の１４

   開設年度：昭和４６年度

担 当 課 高齢福祉部 高齢福祉課 電話９７２－２５４２（内線2542） 
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令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）第６期障害福祉計画の策定 草案頁 ２６頁 

予 定 額 ５，０４０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  障害者総合支援法に基づき、障害のある方が自立した日常生活・社

会生活を営むことができるよう、障害福祉サービス、相談支援及び地

域生活支援事業の提供体制の確保に係る目標、必要なサービス量の見

込み及びその確保方策について定める第６期障害福祉計画を策定す

る。 

  なお、児童福祉法に基づく第２期障害児福祉計画と一体的に策定す

る。 

２ 内容 

  障害者施策推進協議会及びその専門部会において検討、協議 

３ 計画期間 

  令和３～５年度 

４ スケジュール 

  令和２年４～１１月 専門部会にて検討 

            障害者施策推進協議会にて計画素案の策定 

  令和３年 １～２月 パブリックコメントの実施 

         ３月 計画の策定及び公表 

担 当 課 障害福祉部 障害者支援課 電話９７２-２５５８（内線2558）
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令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）重度訪問介護利用者の大学修学支援 草案頁 ２７頁 

予 定 額 ４，６００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  重度訪問介護利用者に対して大学等への通学及び構内での移動等の

際に必要となる支援を移動支援事業として実施する。 

２ 内容 

 （１）対象者 

    重度訪問介護の対象者 

（２）支援内容 

    大学等が当該障害者への支援体制を構築できるまでの間、大学

等への通学及び構内で移動する際の介助（座位保持、体位交換な

ど）、食事の介助、トイレの介助、受講の補助等を支援する。 

 ＜参考＞ 

重度訪問介護の対象者とは、障害支援区分が４以上であって、以

下の（１）又は（２）のいずれかに該当する者 

（１）以下の（ア）及び（イ）に該当する者 

（ア）二肢以上に麻痺等があること 

（イ）障害支援区分の認定調査項目のうち、「歩行」「移乗」「排

尿」「排便」のいずれも「支援が不要」以外に認定 

（２）障害支援区分の認定調査項目のうち行動関連項目等（１２項目）

の合計点数が１０点以上である者 

担 当 課 障害福祉部 障害者支援課 電話９７２-２６３９（内線2639）

－ 22 －



令和２年度主な施策等一覧

スポーツ市民局（健康福祉局） 

健 康 福 祉 局

事 項 （拡充）障害者スポーツ実施環境の整備等 草案頁 ２８頁 

予 定 額 ６６，６００千円                        

事業の概要 

１ 趣旨 

  ２０２０年東京オリンピック・パラリンピックや２０２６年の開催

に向けた検討を行っているアジアパラ競技大会など、障害者スポーツ

振興の重要性が一層高まっていることを受け、本市唯一の障害者スポ

ーツの拠点施設である名古屋市障害者スポーツセンターを中心に、障

害者スポーツの振興をさらに推進する。 

２ 内容 

区分 主な拡充事業 所管局 

障害者スポー

ツの実施環境

整備 

スポーツ施設利用促進マニュアル

作成、指定管理者対象研修実施、

障害者スポーツセンター改修等 

スポーツ市民局

障害者スポー

ツ の 理 解 促

進・普及啓発 

パラリンピック聖火フェスティバ

ル、各種障害者スポーツの体験、

でらスポ名古屋との連携等 

スポーツ市民局

支える人材の

育成・確保 

障害者スポーツフォーラム開催、

福祉施設職員向け出張研修会、学

生インターン受入等 

スポーツ市民局

競技力向上 
競技用補装具マッチング支援（ラ

ボ） 

スポーツ市民局

健 康 福 祉 局

担 当 課 障害福祉部 障害企画課 電話９７２－２５８７（内線2587） 

スポーツ市民局  ５３，６００千円 

健康福祉局     １３，０００千円
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令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局

事 項 （拡充）植田寮改築の設計 草案頁 ２９頁 

予 定 額 ８６，１００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  保護施設「植田寮」について、施設の老朽化の解消及びバリアフリ

ー化等利用者の生活環境の向上とともに、市内の同種施設である厚生

院救護施設との統合を図るため、改築に向けた設計等を行う。 

２ 新施設の概要 

（１）予定地 

   天白区植田山二丁目（あけぼの学園及び植田寮現地の一部） 

（２）施設規模 

 延床面積：約６，０００㎡ 

 構  造：ＲＣ造３階建 

（３）定員 

   救護施設 ２００人 

３ スケジュール 

  令和２～３年度  設計等 （債務負担行為 ７５，０００千円） 

  令和４～７年度  工事 

  令和６年度    開設 

（参考）植田寮及び厚生院救護施設の現況

区 分 植田寮 厚生院救護施設 

所在地 天白区植田山二丁目101番地 名東区勢子坊二丁目1501番地

定 員 救護施設108人 更生施設112人 80人 

担 当 課 生活福祉部 保護課 電話９７２－２６０９（内線2609）
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令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（拡充）はつらつ長寿プランなごや２０２１の

策定 
草案頁 ２９頁 

予 定 額 ３，２００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  第８期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（はつらつ長寿プラ

ンなごや２０２１）について、両計画の調和を保つため、一体的に策

定する。 

２ 計画の内容 

（１）高齢者保健福祉計画 

   すべての高齢者が生きがいを持ち、住み慣れた地域において安ら

ぎのある生活を営むことができるような社会を目指し、高齢者に対

する保健や福祉の目標等を定める。 

（２）介護保険事業計画 

   介護を必要とするすべての高齢者が必要かつ十分なサービスを受

けることができるようにするため、介護保険サービスの種類ごとの

見込み量及びその確保方策について定める。 

３ 計画期間 

  令和３～５年度 

４ スケジュール 

令和２年５～１０月 

      １１月 

      １２月 

令和３年   ３月 

高齢者施策推進協議会の部会にて検討 

高齢者施策推進協議会にて計画案を策定 

パブリックコメントの実施 

計画の策定及び公表 

担 当 課 高齢福祉部 高齢福祉課 電話９７２－２５４２（内線2542） 
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令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局

事 項
（拡充）保健と福祉の連携強化に向けた 

    相談体制の充実 
草案頁 ３０頁 

予 定 額 ３９，６２７千円

事業の概要 

１ 趣旨 

精神障害・難病等に係る福祉制度利用申請窓口業務を保健センター

保健予防課から区役所福祉課・支所区民福祉課へ移管し、障害福祉の

窓口を区役所福祉課・支所区民福祉課へ一元化することで、利用者に

とって分かりやすく、利用しやすい窓口とする。 

あわせて、保健センターと区役所が別庁舎となっている区の区役所

福祉課及び支所区民福祉課の窓口に保健センターを本務とする専門職

（非常勤保健師）を配置し、難病患者等の支援を保健センターと連携

して行い保健と福祉の連携強化を図る。 

２ 移管対象業務 

区分 事業名 

精神障害 

自立支援医療（精神通院）、精神障

害者保健福祉手帳、タクシー料金助

成制度、ＮＨＫ放送受信料の減免、

自動車税等減免に係る証明書交付 

福祉特別乗車

券、障害福祉

サービス、市

営住宅の福祉

向入居募集、

日常生活用具

給付制度 

難病 

特定医療費助成制度（指定難病）、

愛知県特定疾患医療給付事業、先天

性血液凝固因子障害等治療研究事

業、スモンのはり・きゅう及びマッ

サージ施術事業、補装具費支給制度

障害児等福祉 
自立支援医療（育成医療）、障害児通所支援サービ

ス、小児慢性特定疾病医療 

３ 移管実施時期 

  令和２年４月１日（水） 

担 当 課
総務課       電話９７２－２５０９（内線2509） 

健康部 健康増進課 電話９７２－２６３２（内線2632） 
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令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局

事 項 （拡充）第二次救急医療体制運営費補助 草案頁 ３０頁 

予 定 額 ４７２，９８４千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  本市における第二次救急医療体制は病院による輪番制を採ってお

り、高齢化の進展に伴い救急搬送件数が増加する一方、医師の確保が

難しいことなどの課題により参加する病院が減少し、体制の維持に苦

慮している。 

  また、軽症患者が第二次、第三次救急医療機関に集中し、参加病院

の負担が増大している。 

そうしたことから、参加病院の負担軽減を図るため、運営費補助金

を充実させるとともに、救急医療の適正受診のための普及啓発をさら

に進めることで、救急医療体制の維持・確保に努める。 

２ 内容 

（１）第二次救急医療体制における運営費補助金の増額 

  ア 補助基準単価（空床確保部分）の増額 

  イ 産婦人科及び小児科における累進加算制度の拡充 

（２）救急医療の適正な利用のあり方普及啓発の充実 

   既存のポスター等の掲示に加え、スマートフォン用ＷＥＢサイト

の広告バナーを活用し、より広い世代に対し、救急医療の適正な利

用及びかかりつけ医の普及啓発を図る。 

担 当 課 健康部 保健医療課 電話９７２－２６２３（内線2623） 
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令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局

事 項 （拡充）受動喫煙対策の強化 草案頁 ３０頁 

予 定 額 １０７，６６８千円 

事業の概要

１ 趣旨 

改正健康増進法の全面施行に伴う受動喫煙対策の強化に対応する

とともに、令和２年４月に施行予定の「名古屋市子どもを受動喫煙か

ら守る条例（仮称）」に基づき、条例の周知啓発、屋外分煙施設設置

費助成等を実施する。 

２ 内容 

（１）法改正への対応 

・飲食店における受動喫煙防止措置の実施状況に関する実態調査 

として戸別訪問を実施する。 

・事業者からの相談対応のためのコールセンターを設置する。 

（２）条例施行に伴う施策 

ア 周知・啓発 

    条例の内容について、民間活力を活用した企画提案による広報

を実施する。 

  イ 屋外分煙施設設置費助成制度（令和２年７月開始） 

一般利用可能な屋外分煙施設の設置経費に対して助成を行う。 

助成対象者 設置場所の土地の所有者又は使用者等 

助成額 ３，０００千円/か所（上限額） 

ウ 防煙教育の拡充の検討 

子どもに対する防煙教育の拡充内容について検討を実施する。 

担 当 課 健康部 健康増進課 電話９７２－４０５８（内線4058） 
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令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（拡充）健康寿命延伸に向けた 

歯科口腔保健対策 
草案頁 ３１頁 

予 定 額 １６，９５７千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

 加齢に伴って口腔機能が低下しつつある段階の「オーラルフレイル」

への対策及び口腔がんの早期発見に向けた対策の推進等により、市民

の健康寿命の延伸を図る。 

２ 内容 

（１）オーラルフレイル対策

ア 歯科医療関係者向け研修会の実施 

歯科医療関係者へのオーラルフレイルに関する専門的知識の向上 

を図る。 

イ オーラルフレイルに係る市民の意識醸成 

・各区の市民が多数集まるイベントにおいて、機器を用いたオーラ 

ルフレイルチェックを実施する。 

・高齢者の集いの場において、歯科医師がオーラルフレイルに関す 

 る講話及び歯科健診を実施する。 

（２）口腔がんの早期発見に向けた対策

ア 歯科医療関係者向け研修会の実施 

歯科医療関係者の口腔がんに関する専門的知識の向上を図ること 

により、歯科医療現場での口腔がんの早期発見に繋げる。 

イ 新たな口腔がん対策の検討 

有識者からの意見を聴取し、新たな口腔がん対策を検討する。 

（３）離乳期の「食べる力」の育成支援

離乳期の子どもを対象に保健センターで実施している「お口の発 

達支援教室」を拡充し、むし歯予防の観点での健康教育に加えて、 

「食べる力」の育成支援の観点での健康教育を行う。 

担 当 課 健康部 健康増進課 電話９７２－２６３７（内線2637）      
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令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）ロタウイルス予防接種の定期接種化 草案頁 ３１頁 

予 定 額 ２８６，２１１千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

ロタウイルスは、乳幼児期に多く起こる感染性胃腸炎の原因とな

るウイルスの１つである。重症化すると脱水症状で入院が必要とな

る場合や、まれに急性脳炎・脳症などの合併症が起こることがある。 

本市では、平成２４年１０月から任意予防接種として半額助成を

行っているが、今回、国の方針決定に伴い定期接種とする。 

２ 概要 

ワクチン名※1 ロタリックス ロタテック 

対象者 
令和２年８月１日以降に生

まれた生後６週～２４週 

令和２年８月１日以降に生

まれた生後６週～３２週 

接種回数※2 ２回 ３回 

自己負担金 

[定期化前]12,800 円(2 回分)

↓

[定期化後] 無料 

[定期化前]12,300 円(3 回分)

↓

[定期化後] 無料 

※1 ワクチンの特性等を踏まえ２種類から市民が選択 

※2 接種間隔はいずれのワクチンも４週間以上 

３ 開始時期 

令和２年１０月 

４ その他 

令和２年７月３１日までに生まれた児については任意予防接種と

して継続実施 

担 当 課 健康部 感染症対策室  電話９７２－２６３１（内2631） 
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令和２年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （拡充）食品衛生監視体制の強化 草案頁 ３１頁 

予 定 額 ２４，９８４千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

平成３０年６月の食品衛生法等改正に伴い、順次施行される「ＨＡ

ＣＣＰに沿った衛生管理の制度化（令和２年６月施行、経過措置１年）」

及び「営業許可制度の見直し・営業届出制度の創設（令和３年６月施

行）」等について、食品等事業者への周知・助言指導等の対応を行う。

※ ＨＡＣＣＰ（ハサップ） 

原料の受け入れから最終製品までの工程ごとに、危害要因を分

析して、重要な工程を継続的に監視・記録する衛生管理の方法 

２ 主な内容 

（１）ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の制度化への対応 

  ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の導入を進めるため、制度化につい

て周知し、導入を支援する事業を実施する。 

（２）営業許可制度の見直し・営業届出制度の創設等への対応 

  営業許可・届出制度及び食品リコール情報報告制度等、法改正に

伴う新たな制度について事業者への周知を実施する。 

   また、改正法の施行に向け、厚生労働省が営業許可・届出の申請

手続き及び食品リコール情報の収集等を行う「食品衛生申請等シス

テム」を導入するため、システムの使用に必要となる本市業務シス

テムの改修を行う。 

担 当 課 健康部 食品衛生課  電話 ９７２－２６４６（内線2646） 
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令和２年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （拡充）人とペットとの共生事業 草案頁 ３１頁 

予 定 額 ２０８，１５０千円 

事業の概要 

1 趣旨 

  人とペットの共生するまちの実現を目指し、令和２年４月に改正施

行予定の「名古屋市動物の愛護及び管理に関する条例」と、新たに策

定する「名古屋市人とペットの共生推進プラン（仮称）」に基づいた

施策を進める。 

２ 主な内容 

（１）多頭飼育問題への対応 

   多数の犬猫を飼育する場合の届出制度を令和２年１０月に開始す

るほか、多頭飼育の飼主から収容された犬猫の避妊去勢手術等を委

託により実施する。 

（２）のら猫問題への対応 

   従来の地域猫活動の支援の充実に加え、新たに避妊去勢手術のみ

を行うＴＮＲ活動に対する支援事業を実施し、のら猫の頭数削減を

目指す。 

（３）譲受人への診療券の交付 

   動物愛護センターから犬猫を譲り受ける飼主に、公益社団法人名

古屋市獣医師会加盟の動物病院で犬猫のワクチンの接種（3,000円の

定額補助）、避妊去勢手術（無料）を受けられる診療券を交付する。

（４）人とペットの共生サポートセンター（仮称）の開設 

   相談対応やボランティア活動の支援など、法令に基づく権限に関 

わらない事業を委託により実施する。 

担 当 課 健康部 食品衛生課  電話 ９７２－２６４９（内線2649） 
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令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（拡充）八事斎場再整備に係る 

環境影響等調査 
草案頁 ３１頁 

予 定 額 ４０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  八事斎場は老朽化が著しく、プライベート空間が確保できないなど

の課題を抱えているとともに、高齢化の進行に伴う火葬需要の増加に

適切に対応するため、再整備を図る必要がある。 

  そこで、令和元年度に実施している再整備基本計画の策定調査に引

き続き、民間活力導入可能性調査及び環境影響調査を実施する。 

２ 内容 

（１）民間活力導入可能性調査 

  ＰＦＩ等整備手法について、類似事例の調査や具体的な事 

業方式、事業採算性、ＶＦＭ（※）等の検討を行う。 

※ ＶＦＭ：総事業費をどれだけ削減できるかを示す指標 

（２）環境影響調査 

   再整備による環境への影響を把握するため、大気や騒音、悪臭な

どの項目について現況調査、予測及び評価を行う。 

担 当 課 健康部 環境薬務課 電話９７２－２６５８（内線2658）      
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令和２年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）第４次食育推進計画の策定 草案頁 ３１頁 

予 定 額 ２，１５０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

健全な食生活の実践を目指し、平成２８年３月に策定した「名古屋

市食育推進計画（第３次）」の計画期間が終了することに伴い、次期

計画を策定する。 

２ 内容 

食育基本法の目的・基本理念を踏まえつつ、市民委員を含めた外部

の委員で構成する食育推進懇談会における意見や、令和元年度に実施

した食育に関する市民アンケートの結果などを参考に、計画を策定す

る。 

３ 計画期間 

令和３～７年度 

４ スケジュール 

令和２年４～１０月  食育推進懇談会等にて意見聴取 

  １２月  パブリックコメントの実施 

令和３年   ３月  計画の策定及び公表 

担 当 課 健康部 健康増進課 電話９７２－３０７８（内線3078） 
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健康福祉局 

事 項 
（拡充）いきいき支援センターの相談支援機能

の強化 
草案頁 ７５頁 

予 定 額  ３，８２８千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  いきいき支援センター（地域包括支援センター）には、財産管理、

生活困窮など複数の問題を持つ相談も多数寄せられ、各種相談に対す

る法的根拠を伴った対応は今後ますます求められている。そうした中、

愛知県弁護士会と連携し、担当弁護士によるセンター職員への支援を

定期的に実施し、気軽に相談できる関係を築き、センターの相談支援

機能の強化を図る。 

２ 内容 

 担当弁護士が市内２９か所のいきいき支援センターに隔月訪問し、

以下の支援を実施 

  ・利用者の法的問題についての助言 

  ・法的問題を抱えた個別ケース会議に出席 

  ・研修の実施 

担 当 課 高齢福祉部 地域ケア推進課 電話９７２－２５４９（内線2549）
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